今回はVCM「契約者動向調査」の首都圏新築マンションと首都圏新築分譲一戸建てを比較し、ペルソナや検討志向の違いを見ていきます。

実は他領域のことをあまり理解できていないという声をちらほら聞いていますので、この機会に理解を深めてはいかがでしょうか？なお、今回も動画をそのままクライアントにお見せしたりカスタマー向け資料として転用することはNGです。では順番に見ていきましょう。

それではペルソナから見ていきます。まずは全体を見ていきましょう。
まず、購入者の平均年齢を比較すると、新築分譲一戸建てが37.1歳、マンションが39.7歳となっています。

世帯総年収を見てみると、新築分譲一戸建てが805万円、マンションは1034万円です。

2014年以降平均年齢も世帯総年収も最も高くなっています。（グラフ二つ並べて表示）
物件価格が上昇しているので、この影響が強く出ているようです。特に新築マンションは価格上昇が著しいため、世帯総年収も引き上げられています。

次に世帯構成についてみてきます。
まずは2022年で比較してみましょう。新築分譲一戸建て購入世帯において、子供あり世帯は６６％をしめ、新築マンションは子供あり世帯は36 .4％です。

子供あり世帯は、新築分譲一戸建てに流れる傾向が伺えます。また、新地マンションではシングルや夫婦のみ世帯など、比較的幅広い世帯が購入している傾向がありますね。

それぞれもう少し深掘りしてみていきましょう。ファミリー層のライフスタイルを深堀してみますと、既婚世帯の共働きの割合は、新築分譲一戸建てが６７．９％、新築マンションは７２.８％となっており、新築マンションの方が高くなっています。このあとで説明しますが、新築マンションは23区内での購入層が多く、駅徒歩分数を重視した購入をおこなっていることも影響していそうです。

また、新築マンション購入世帯の中ではシングル層が増加し、１８.２％となっています。特にシングル女性の購入が2020年から拡大しており、男性シングル層より多くなっています。

なぜシングル世帯はマンションを買うのでしょうか？男女それぞれの購入理由トップ３はこちらです。
世帯全体と比較して特徴的なのは特にシングル女性における「老後の安心のため、住まいを持ちたいと思ったから（40.３％）」です。都心の家賃の高いエリアに住むシングル層が、先々のライフスタイルを見据えて購入に至るというケースが多そうだとわかります。
また、男女ともに資産性重視であることは共通していますね。

まとめると新築分譲一戸建ては子ありファミリーを中心に、新築マンションではファミリー以外にもシングルやDINKSなど幅広い購入者層が購入しています。特に新築マンションはシングル層の購入が増えています。共に平均年齢や世帯総年収は物件価格の上昇などを背景に上昇傾向にあります。

以上、購入者のペルソナを見てきました。続いて物件検討の志向性について説明していきます。
まずは平均購入価格を見て見ましょう。新築分譲一戸建ては4406万円、新築マンションは5890万円と新築マンションが34％ほど高くなっています。

次にエリアを見てみます。まずは2022年での比較です。
新築分譲一戸建てでは東京都下で購入する方が新築マンションに比べると倍程度の比率をしめています。逆に23区で購入するという割合は、新築分譲一戸建てが10．1％、新築マンションが33．９％です。
新築分譲一戸建ては約９０％が23区外を購入しているので、区外転出が顕著な種別と言えますね。
経年で深掘りをしてみますと、新築分譲一戸建てについて東京２３区外で購入する方は前年と比べても12％程度増えています。なぜ新築分譲一戸建てではこんなにも区外へ転出する人が多いのでしょうか？

一つの理由としては、新築分譲一戸建てを検討する方の広さ志向にあると推測されます。実際に購入した物件の占有面積の平均を見ていくと、新築分譲一戸建ては過去変動があまりなく９７.９平米となり、新築マンションの６５.６平米よりも３０平米以上広くなっています。新築マンションは物件購入価格が2014年比で３６％上昇したにもかかわらず、７％狭くなっています。新築分譲一戸建てを購入する層の求める条件と乖離していっている可能性が高いですね。

物件検討の志向性を深堀するため、住まいの購入理由をみてみましょう。
新築分譲一戸建ては｢子供や家族のため、家を持ちたいと思ったから｣が61％で最も多く、次いで｢もっと広い家に住みたかったから｣（43％）となっています。

新築マンションは新築分譲一戸建てと同じように「子どもや家族のため、家を持ちたいと思ったから」が最も多く36％となっていますが、次いで、「資産を持ちたい、資産として有利だと思ったから」が30％となっています。新築マンションは資産性を重視しているのがうかがえます。

では次に物件を検討するうえで重視した項目を見てみましょう。
傾向として、両方とも価格と最寄駅からの時間が重視されていますが、新築分譲一戸建てでは、最寄駅からの時間の支持率は５５.１％と新築マンション購入者の８２.９％と比較すると低くなっており、さらに住居の部屋数や日当たりが支持されているのが特徴です。新築マンションは最寄駅からの時間が重要で、ついで広さや通勤アクセスとなります。

最後に並行検討種別についてみていきましょう。物件価格の高騰や、新築マンションでは新規発売戸数の減少の影響でそれぞれ中古を検討する方が増加しています。
新築分譲一戸建ての中古戸建並行検討率は過去最高を記録し、2022年は40.７％となっています。2019年から2021年前半においては検討率が下がっていますが、この時期はコロナ禍で反響が増加し在庫不足が顕著だったため、検討率が下がっていた可能性があリマス。
新築マンションの中古マンション検討率も、半数を超えて53.８％まで引き上がっています。２人に一人は中古を並行検討しているという状況ですね。

一方で新築分譲一戸建ての購入者層については、広さ価格の条件が合わなくなった新築マンションの並行検討率が低下していきています。2014年では３５％の新築分譲一戸建て購入者層が並行検討していましたが、2022年は23.４％となっています。３人に一人くらいは並行検討していたのが、４人に一人弱まで減少したという状況です。

まとめると新築分譲一戸建てはファミリー層を中心に、広さ/部屋数と日当たりが重視され、広さを求めて郊外移動の傾向。新築マンションでは平均６５.９平米と2014年以降狭く・さらに高単価なってはいますが、資産性・通勤アクセスの良いエリアを重視する幅広い層が購入するようになっていると言えます。
そして両種別ともに中古検討率が上がっていますが、新築分譲一戸建て購入者については新築マンションの検討率が低下しています。

いかがでしたか。今回は首都圏23区で、新築を契約した方の特徴をご紹介しました。
今回ご紹介した内容はほんの一部です。この契約者調査に興味を持った方はぜひこちらからご覧ください！それでは猛暑が続きますが乗り切りましょう！(2854)


